
 

非核三原則の尊重と堅持を求める意見書 

 

 世界情勢が緊張する中、核保有国による核兵器の実戦配備が強化され、その実戦使用の懸念

が高まっている。核軍縮と核兵器廃絶に向けた取組は、これまでよりも一層強く求められてい

る。 

 核兵器について「持たず、作らず、持ち込ませず」という国政上の方針を内容とする「非核

三原則」は、昭和 42 年に当時の佐藤榮作首相が国会で表明し、昭和 46 年に衆議院においてこ

の原則を遵守すべきという決議が採択されて以来、「非核三原則」を国是とする国会決議を積み

重ね、歴代内閣もこれを踏襲してきた。また、我が国は被爆国として「核兵器のない世界」を

希求し、平成６年以降、毎年国連に核兵器廃絶決議案を提出してきた。 

 一方で現在、安全保障関連３文書の改定に向けた議論が与党内で開始されている中、これに

伴う非核三原則の見直しを懸念する声が上がっている。 

 また、令和６年の日本原水爆被害者団体協議会のノーベル平和賞の受賞は、被爆の実相を訴

え続けてきた被爆者や支援者の活動が国際社会から高く評価されたものであり、唯一の戦争被

爆国である日本こそが核兵器のない世界の実現に向けて、主導的な役割を果たす使命を改めて

示しているものである。 

 さらに村上市は、平成 21 年８月 28 日に「非核平和都市宣言」を行い、非核三原則の堅持と

核兵器廃絶に向けた決意を表明している。村上市議会においても平成30年第２回定例会で「核

兵器禁止条約に署名・批准を求める議会決議・意見書採択に関する請願」を採択し、意見書を

国へ提出している。その立場からも、核兵器を取り巻く国際情勢が一層厳しさを増す今日だか

らこそ、非核三原則は我が国と地域の安定を築く基盤として、今後も確実に守られるべきもの

であると強く訴えるものである。 

 よって国会及び政府は、唯一の戦争被爆国としての歴史的責務と、国際的信頼の基盤である

平和国家の理念を重んじ、核兵器廃絶に向けた取組を着実に進めるとともに、国是である非核

三原則を尊重し、堅持することを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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